伊丹敬之『日本型コーポレートガバナンスJapanese Corporate Governance ―従業員主権企業の論理と改革』日本経済新聞社、2000年（第4刷、2002年）

「まえがき」冒頭に言う。

　「コーポレートガバナンスは企業経営の根幹である。その根幹のあり方が大きく注目されている。株主はサブ、従業員をメインにコーポレートガヴァナンスを考えると,企業は発展し、その結果、株主にもきちんとメリットが生まれる。日本企業にはその考え方が似合っている。この本の基本的メッセージのシンプルなまとめである」と。

　「流行の『株主重視経営』とはまったく異なった意見」

「私は13年前と同じように、従業員主権が十分に経済合理性の高い原理だと思っている。」

　「私の目の前に、いま古い本のコピーがある。本のタイトルは『企業民主化試案―修正資本主義の構想』。発行、昭和22年11月15日。編者は経済同友会企業民主化研究会。実質的な著者は、大塚萬丈氏（当時の経済同友会代表幹事）である。おどろくべきことに、日本経済の混乱を打開する処方箋として、いちはやく従業員主権に類似した概念にもとづく企業改革を提言している。・・・・それから53年後の2000年の同じ晩秋に、私の本・・・私の考えの基本は、大塚氏のそれと重なる。私は独立に考えたつもりではあるが、しかし結局は同じ様なことを戦後の50年が経て私は考えているようだ。」

　「序章　日本型ガバナンスの重い堆積」

　「企業はカネの結合体でもあるが、同時にヒトの結合体でもある。二面性を持っている。その中で、どうして資本、それも株式資本を優先的に遇する必要があるのか。むしろ、企業の競争力の源泉は結局誰がつくるのか、を考えれば、従業員を大切にする議論の方がシンプルな説得力がある。・・・

　カネには競争力の源泉はつくれない。せいぜい設備や技術を買えるだけである。真の競争力の源泉は、コミットして働いてくれる従業員の知恵やエネルギーにある。それなら、彼らが企業にとってのメインの存在として扱われる方が、合理的ではないか。もちろん、企業には株主も必要である以上、彼らを軽視するのは間違いだが、彼らを優先する必要があるのか」
。

伊丹が、「人本主義企業」論や｢従業員主権｣論を展開する一つの動機は、アメリカ型資本主義に対するアンチテーゼとしてであり、他方では、ソ連東欧型の中央集権的統制経済に対するアンチテーゼとしてである。この後者の側面について、ポーランドでの体験を下につぎのようにいっている
。

p.4-5 

日本企業がなぜ長期雇用の従業員を簡単には解雇しないかをアンナという通訳の女性にせつめいしているくだり

「『日本の企業がそのような行動をとるのは、結局企業は誰のものか、ということについての、暗黙の考え方があるからだ。結局は、働く人たちのものなのだ』

と私は持論の説明もした。株式会社が資本家階級の搾取の道具、というイデオロギーを聞いて育った彼女には、やや理解しがたいことだったに違いない。

しかし、問題の核心が、『誰が何を実質的に所有していると思えるのか』

という『所有の意味と意識』にあることを理解すると、彼女はとたんに雄弁になった。・・・共産主義の『国家所有』、『人民所有』という考え方がいかに人々の無力感と無責任につながるかを、私に説明し始めた。『国のもの、人民のものだと言われても、スパナ一本、タイプライター一台が結局は自分たちのものだと言う実感はとてももてない。誰も何も大切にしなくなる』

　　　・・・

　ブロツワフ（の元数学教授）もやはり、「所有の意味をゆがめたことが共産主義のもたらした最大の病患だ、といっていた。・・・彼は、公園でも、工場の機械や道具でも、あるいは住宅でも、『公有』という原則が人々の意識を社会全体としてどう変えてしまうか。あるいは、ゆがみをつくるか、を問題にしていた。

　たとえば、人のものを盗んではならないという道徳が、すべて公有だとどうなってしまうか。公有のものを盗むことは、じつは自分のものでもあるものを一時占有しているような感覚さえ生まれかねない、というのである。彼は、共産主義に多い工場の物資の横流しなどを、『公有』原則から産まれる道徳上のゆがみの問題だといっていた。

　さらに公有という原則とは裏腹に、実際に農産物などが『私有』として商売の対象になり、ちょうど中国の万元戸のようにポーランドにも百万長者を生んでいることを人々はどう受け止めるのか。・・・」

 　伊丹の主張は、「長期雇用の従業員を簡単に解雇しない」という原則が、本当かどうか、今でもそうか、日本の企業社会で果たしてどこまで貫徹しているか、を検証することを求める。

「リストラ」、｢雇用不安｣｢若年層、大量フリーター化｣は、すくなくとも最近10年近くの日本社会に蔓延していたからである。

その最近十数年において、法人企業の資本金、資本、資産等2倍以上になったことは、前回の資料(16ページー17ページ)で説明したとおりである。

長期構造不況といわれる中のこの法人企業の資本蓄積（俗に表現すれば「儲け」の「ためこみ」）のものすごい増大は何を意味するか？

　

第1章 コーポレートガバナンスの概念的枠組み　

　1　コーポレートガバナンス論の全体像

　　議論の混乱状況

　　そこで、伊丹の定義・・・「企業が望ましいパフォーマンスを発揮し続けるための、企業の『市民権者』による経営に対する影響力の行使」(p.17)。

　　

　　しかし、｢企業の市民権者｣とは何か？　

　

「企業のマネジメントは、経営者をはじめとする経営管理職層によって行われる、事業活動の制御行為である。その制御行為を、企業の市民権者は経営管理職層に託している。その制御行為の担当者たる経営層、とくに経営者に対するチェックが、コーポレートガバナンスなのである」と(p.18)。

　　伊丹の主張・・・「企業の市民権者・内部者としては、ステークホルダーとよばれる人々はふさわしくなく、株主と従業員だけが市民権者たりうる・・」(p.22)

  現行の日本の会社法では株主だけが主権者であるかのような規定。

　ところが、「ドイツの共同決定法では、従業員もまた市民権者として法律的にきちんとい打ち付けられている。」（p.22）

 ｢企業の主権の内容は、

· 基本政策の最終決定権

· 経済成果の優先分配権

· 経営者の選任・罷免権

という三つの権利からなる・・・」(P.22)

p.22-23 現行の会社法は、｢この三つの権利を株主の専有としている・・・｣

伊丹説・・・｢株主と従業員という二つのグループが企業の主権者｣

　

　伊丹が次のように言うときは、まさに生産過程における純然たる増加部分（ｍ）のことを意味している。決して付加価値（ｖ+ｍ）全体のことを言っているのではない。すなわち、

「企業という存在は、インプットを市場から取り入れ、それに何らかの技術的変換をほどこしてアウトプットに変えて市場に提供している存在である。そのプロセスで、価値が付加されている（つまりインプットの価値よりもアウトプットの価値の方が大きい）ことが企業の基本的機能である」と（同『日本型コーポレートガバナンス』日本経済新聞社、2000年（2002年第4刷）p.23。

つまり、GがG’（すなわちG+δｇ）に増えていること、が資本主義企業の基本機能である。剰余価値部分＝m=δｇの創造(まさに価値創造)とその実現こそが、資本の機能であり使命である。

従業員は、自分の生計費(給料分＝支払われる部分・分配を受ける部分＝ｖ)を生産するだけではだめである。それを越えて、純然たる増加分(m=デルタｇ)を創造しなければならない。

その純然たる増加分を、資本主義的生産の場合は、資本を提供したもの、土地などの不動産不動産を貸したものが受け取る。

その純然たる増加分のなかから、資本の提供の仕方によって、株主の場合は、配当で、金融機関のように金を貸す場合は利子(利息)ないし割引料で、地主・不動産所有者の場合は地代・不動産賃貸料で、分配を受け取る。

資本の提供者は社会秩序・法秩序・公共機関の維持のために(立法・行政・司法・社会保障等のため)租税・公課をも負担する。

企業の従業員も、受け取った人件費の中から、生活費をまかなうと同時に、そうした租税公課や各種の公的負担を担う。

　ところで、伊丹がつぎのようにいうときには、付加価値の全体（＝ｖ+ｍ）を考えている。すなわち、

　「企業の望ましいパフォーマンスとは、付加価値が効率的・効果的に生み出されていること、ということになるだろう。この付加価値生産機能がきちんと果たされていれば、その付加価値の中から従業員への分配と株主への分配が行えることになる」と(p.23)。

この定義において、まず第一に指摘すべきは、売上高全体(G’=c+v+m)に占めるCの意義を忘れていることである。

工場の稼動率(減価償却・したがってまた新しい生産設備の建設など)、原材料・燃料費・エネルギーなどの質と価格がCの内容となる。財務省統計で明らかなように、たとえば、H14年どの売上げ総額の80％がｃ部分であり、20％が付加価値（＝「人件費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益」＝ｖ+ｍ）

企業のパフォーマンスは先ずは売上げ全体（G’=ｃ+ｖ+ｍ）で実現される。企業・法人は、売上高の80％を示すC部分に重大な関心を寄せざるを得ない。資本の有機的構成（科学技術の発展・生産力の発展に対応した生産過程の技術的構成と価値構成）は、激烈な市場競争の中で、資本主義社会の発展とともに高度化するのであり、Cの技術的内容と価値額とは、労働力・従業員Vの仕事能力・質と価格とともに、企業パフォーマンスを評価する決定的ポイントの一つとなる。

　第二に、ｍ部分に関しても、｢株主への分配｣だけが特筆され、借入金利息・割引料の部分、租税公課の部分が言及されていない
。最終的な営業結果としての「株主配当」部分だけが、企業パフォーマンス評価で特筆されている。

　伊丹の主張においては、付加価値分配において、従業員と株主が「優先分配権」をもっているという見地があるからである。(これは、『人本主義企業』で展開した｢従業員主権｣論への一定の修正を意味すると思われる)

株主が最終的に配当を獲得しなければ、全行為の意味がないこと、資本が目的を果たさなかったことは厳然たる事実である。無配当、赤字転落などの現実があるように、株主には、最終的には｢優先分配権｣はないであろう。配当は、全従業員による全経営の成果としてのみ実現できるだろう。その実現において、経営者の責任があることになろう。

　したがって、「経営者の選任・罷免権」は、決定的に重要になろう。

企業経営の「政策の決定・遂行・果実の分配のすべてのプロセスは、経営者層にその任務の多くを委託して行われることになる。したがって、その経営者の選任と罷免の権利が、主権の第三の要素になる。それは、主権の第三の要素というより、実質的には主権のもっとも大切な内容というべきである。経営者への委託が、実質的には実に広範で普遍的だからである。」（伊丹、同上、p.23）

２．コーポレートガバナンスの主権論
ステークホルダー論の落とし穴

　伊丹の｢従業員主権｣論に対して感じる問題点(ステークホルダー論が従業員主権論に対置される)は、すでに伊丹によってもコーポレートガバナンス論をめぐる議論の中で受け止められており、コーポレートガバナンスにおける主権論でそれを展開している。

「企業の主権の問題は、結局、権力の問題である。誰が企業を統治する上でのより大きな力つまり権力を持つか、という問題」だとする。伊丹は、｢株主と従業員(とくにコア従業員)を主権者候補と考え｣る。従業員にもここではさらに限定が入れられている。そして、｢企業主権の社会的受容の三つの論理｣として、以下のように整理する(p.30-31)。

　①経済合理性・・・公正性
と効率性

②制度的有効性・・・現実的機能性
とチェック機能

③社会的親和性・・・歴史状況と権力正当性

３．コーポレートガバナンスのメカニズム論
p.35　「メカニズム論の本質は、権力のチェック,経営者のチェックである」

　「絶対権力は絶対に腐敗する、とは政治学の世界の有名な箴言である。経営の世界でも権力は腐敗しがち・・・」

p.3７ 「不健康な状態に経営が立ち至ったときに経営者のへの警告と牽制のメカニズムを持つこと、・・・経営者自身が不健康さに源泉になっているのであれば退陣することを要請するメカニズムを持つこと」

　「基本的に必要なのは、長期的な大きな観点からの経営者の力量と性向の評価であり、社会の公器としての企業の舵取りを任せられるかの判断である。・・・」

p.37 ｢既存のコーポーレートガバナンスの議論を見ると、じつは株主主権を前提とした上でのメカニズム論が多い。監査役制度の充実、社会取締役によるチェック,執行役員と取締役の分離による執行役員の監視、等々｣

p.38 チェック機能のメカニズムとして作用する二つのこと(ハーシュマンHirschman1970)・・・｢退出｣と「発言」

  ｢退出｣・・・従業員なら退職、株主なら資本の引き上げ(多くの場合は株式の売却９、顧客の不買

　｢発言｣・・・株主（現行の会社法における株主のさまざまの発言メカニズム、株主総会、そこでの株主の議決）、従業員（会議での発言、抗議文書の発表、直接の｢諫言｣、労働組合の決議・・・）

　二つの作用に影響するのが、｢競争メカニズム｣・・・市場競争の自由度・公開度など

· 「市場志向的なガバナンス」(アメリカ型)

· これに対して金融機関が大きな影響力を経営者に持つような場合、｢機関志向的なガバナンス｣（日本やドイツ）

p.41「発言は面倒なプロセスである。発言をすること自体も、発言を有効に届けることも、かなり面倒である。しかし、一方、退出は簡単である。・・・・株式市場が発達すると、市場志向型になりやすくなり、退出のメカニズムが中心になりがちである。しかし、それでいいのだろうか。ヒトあるいは従業員にとっての退出のむずかしさを考えると、従業員の発言のメカニズムをきちんと整備しないと、従業員からのチェックのメカニズムは十分には用意できなくなる危険がある。その用意には知恵がいる。『発言』する機会を『巧みに制度化する』ところに、コーポレートガバナンスのメカニズムの制度設計の一つの大きなポイントがある。」

p.42「日本企業の多くの人びとの暗黙のうちの主権概念は従業員主権であると、私は考えている。そして、その暗黙の概念を実行に移すために、じつは日本企業は株主主権を前提に作られている経営者のチェックメカニズムをバイパスするような慣行を作ってきている傾向があるとも思っている。もちろん、法律違反をしているのではない。法律の条文にそいつつ、しかし株主主権のチェックメカニズムを形式的に実行するように試みている。」

　日本のコーポレートガバナンスの機能不全

　

４．コーポーレートガバナンスの国際比較(p.43-)
p.44アメリカ・・・資本所有＝権力

　　　　　

ただし、金融法制・・・金融機関の企業株式保有と株主権限行使は制限・・・ウォール街による産業支配は悪,とのイデオロギー、銀行も小さいし、金融機関が産業を支配することを妨げようとする。

　年金資産の拡大・・・金融資産としての株式の価値を高めようとする社会的要請・・・株主価値重視の方向

　p.46ドイツ・・・共同決定法・・「世界で唯一、企業主権の領域に踏み込んだ、完全株主主権ではい企業法制度を持っている国」

· 役員人事も決める企業の最高意思決定機関である監査役会が株主代表と労働者代表が同数出る、というかたちで制度的に担保されている。・・・監査役会の議長は株主代表が務めることに実質的になっており、彼は議決同数となたったときに余分に一票投じる権利を持っている。それゆえに、実質的には企業主権は株主51％、従業員49％となるように制度ができている。

· 経営者の選出プロセスは、この主権論に合わせて、従業員が49％の権利を持って参加するように法制化。

· 現実には、ドイツの銀行の影響力は巨大・・・ユニバーサルバンクで証券業務を行い、さらにはその証券業務の中で顧客保有の株式を預かっている場合もその株式の議決権を銀行が持てるような制度的余地がある。こうしたことが重なって、ドイツの銀行の企業に対する影響力の強さは日米の比ではない。

· 企業の監査役会メンバーに締める金融機関代表者の数の多さ・・シーメンスの場合、株主代表10名中、5人が金融機関の代表者。

· ドイツの共同決定法の制定した具体的メカニズムは、「階級対立構造の法的固定化」とでもいうべき皮肉な結果をもたらしてしまった面が少なくない・・・労働組合のナショナルセンター代表と有力大企業の経営者が監査役会で対峙する構図になっている。

p.49日本・・・・慣行としての従業員主権

　「共同体感覚を背後に法の建て前と企業の現実を両立させる努力・・・」

伊丹・・・　｢主権論的に言えば、日本企業のコーポレートガバナンスは、建て前は株主主権、本音は従業員主権(あるいはより正確には、従業員メイン、株主サブ)というもの・・・｣

「従業員主権的な考え方に社会的親和性がある」

稲本・・・「企業コミュニティーの存続と発展を重視する、内部昇進型経営者によって担われた、物言わぬ安定株主と株の持ち合い、メインバンク・システムと間接金融、その他のステークホルダー（とりわけ正社員）との長期的信頼関係に支えられた、インサイダー型の二重監督システム」

　深尾・森田（1997）
・・・「日本においては暗黙の契約による雇用維持に対するコミットメントが株主への利益最大化に優先するものとして、すなわち企業の資産に対する請求権は株主より従業員が優先するものとして経営陣に理解されている。「コア従業員
の雇用維持を一種の制約条件として扱い、収益最大化競争をしている」

第2章 日本企業の人本主義と従業員主権

p.53 １　企業システムの中の企業の主権概念　

　日本の企業システム

p.54 　｢日本の企業社会全体が、戦後、アメリカの標準的な企業システムとは違う生き物を、なかば無意識の試行錯誤の中からつくりだした｣

　｢従業員主権｣｢人本主義企業システム｣

企業システムの三つの基礎概念

1 企業の概念(主権概念)・・・企業は誰のものか

「カネの提供者としての株主と金融機関(資本家)、経営能力の提供者としての経営者、技術や知識やエネルギーの提供者としての労働者、などの集団が企業を構成している。その集団のうちの、誰のものだと企業は思われているのか。」p.55

2 シェアリングの概念・・・誰が何を分担し、どんな分配を受けるか

組織内部での分担と分配のパターンをシェアリングとよぶとすれば、「そのシェアリングをどのようにするのが当然と思われているかが、シェアリングの概念」p.55

p.55 分担・・・伊丹独自の企業の見方(｢従業員主権｣論の見地からの｢分担｣概念＝情報偏重)・・・

｢企業の基本的インプットは情報である。たとえば、企業の持つ技術が、この情報的なインプットのもっともいい例である。原材料は部品あるいは商品はカネを出せば市場から買えるが、企業の中核を決め、企業の個性のもととなるインプットは、やはり情報、とくに技術である。こういった情報が人々の間でどのように共有され、分担されているか。それがインプットとしての情報のシェアリングである。｣

　

p.56 分配・・・｢市場から買い入れた資源｣を物的なもの(c)に限定している・・・伊丹独自(従業員は企業の内部者とて買い入れ機能の主体とされ、出来上がった製品・サービスなど商品売上げから｢分配｣を受けるもの、との位置づけ)

「こうした情報をベースに、市場から買い入れた資源をもとに製品をつくり、あるいはサービスを作り出して、企業はそれを市場で売っていく。

売上げと買い入れた資源c購入金額の差(v+m)が、企業が生み出す付加価値である。それが経済活動体としての企業の基本的なアウトプットである。｣

生産過程に内在してみれば、「売上げ(c+v+m)」と「買い入れた資源c」の購入金額の差(v+m)が、企業が生み出す付加価値（ｖ+ｍ）である。現実の市場競争においては、この付加価値は、流通で売上げに成功して初めて実現される。その実現されたものを分配するという意識になる。現実に付加価値が生産過程で生み出されているから、それが販売(売上げ＝流通)で実現される。価値あるもの、価値が増えたものを生産していなければ、実現はされない。他方で、流通によって(販売で市場で売ることに成功して初めて)、実現できる。生産物を作り出し（増加した価値量のもの）、それを販売して初めて、価値増殖が実現され。

「国の経済活動の大きさの指標として国内総生産＝GDPという指標があるが、これは国の産み出した付加価値総額のことである。」

p.56   企業の基本的なアウトプット＝付加価値・・・「それを企業の参加者がわけあう。労働者は給料やボーナスという形で分配を受け、資本の提供者は配当や金利というかたちで、さらに経営者は彼らへの報酬というかたちで。したがって、アウトプットのシェアリングとは、企業の参加者の間で付加価値がどのようにシェアされるか、ということである。」

現代の日本資本主義の生産のあり方が、高度な機械制大工業を基礎にしており、製品とサービスの生産において、人間は主として機械装置などを操作するだけの頭脳労働・精神労働を行っている。したがって頭脳・精神が処理する情報や、頭脳や精神に蓄えられた知識や技術が、生産において投下されるということになる。

「付加価値をインプットである情報(技術)をベースに生み出すプロセスが、組織内の意思決定のプロセスである。付加価値は自然に放っておいて生み出されてくるのではない。経営者が戦略を決め、現場の管理者が日常の業務活動についての意思決定をし、現場の労働者が仕事の具体的なやり方や手順を決め、そうした多数の意思決定の集積として、付加価値は生まれてくる」と。(p.56)

　すなわち、科学技術が高度に発展し、機械技術を生産で多用する現代社会では、付加価値は、｢意思決定｣という頭脳労働・精神労働の集積(対象化された頭脳労働)である
。

　

3 市場の概念・・・企業同士はどうつながりあうか

p.57 企業間の取引のあり方

　　他の企業との協力関係、分業関係のあり方

　　分業の結果として必要となる企業間の取引のあり方・・・「どんな原則にもとづく取引が当たり前と思われているか、一般的なのか、それが市場の概念である。」｢比喩的に企業を一つの島と考え、企業社会を多くの島からなる群島と捉えれば、企業の概念は｢島そのもの｣あるいは｢島の主体と主権｣についての概念であり、シェアリングは｢島の内部｣の構造のあり方を示し、市場の概念は｢島と島の間のつながり方｣のあり方に相当する。・・・｣

２　日本企業の人本主義システム

人本主義の日本、資本主義のアメリカ

　

�　株主代表訴訟が数多く出されるように、企業経営者が株主の利益を損なうような経営行動をとる場合も多々ある。そうした株主代表訴訟で訴えられるような企業は、「従業員主権企業」であるのか、企業民主化は実現しているのか、そうではなくて経営者独裁的な企業なのか。検討が必要であろう。


　また、それぞれの企業が身内のうちでは「従業員主権」をある程度達成すること(したがって身内では結束が固いこと)と、社会的市民的には、社会の主権・市民の主権・国民主権を尊重しない場合もありうるだろう。身内の民主化が、対社会的に独裁的な制度や手続きを放置したり、擁護していることになっていないか？　共同体内部の倫理と共同体外部に対する倫理の違いは？(二重倫理・ダブルスタンダード？９


　そうした企業における「従業員主権」と社会における市民主権との相互関係はどうなっているか？　


日本社会の少子化・働く女性の勤労や保育条件の劣悪さなど、社会的公共的にまた長期的見地で負担し維持すべき諸課題に、企業主権の日本財界は、どのように対処しているか？


特定の大企業が身内を固め、その会社・企業内部での「従業員主権」を堅固なものとしつつ、周りの中小企業に対しては専制的な支配従属関係を行使してはいないか？　企業間関係は、相互尊重・対等関係か？


企業における「従業員主権」と社会における国民主権、世界における世界市民主権とは、そう簡単に自明のごとく調和が取れているわけではない。


個々の企業の内的な共同体的な関係(論理・倫理)が、一歩企業の外に出れば、別の関係（論理。倫理）になるということはないか？





� まだ手にしていないが、伊丹『ポーランドからの手紙』(筑摩書房、1990年)からの一節である。民主主義と自由の欠如した中央集権的統制経済は、歴史的にはすでに克服されたもの(ソ連東欧の体制崩壊によって)であるが、なぜ、それが成立し、維持されたのか、その歴史的総括はまさに歴史科学に課せられた課題であろう。


� 伊丹は、「コーポレートガバナンスの定義を企業の市民権者による統治と定義し、その市民権者を企業の内部者としての株主と従業員に限定」する。（同、p.27）


 


金融機関など、また顧客や取引先、地域社会などの企業外部の利害関係者をステークホルダーとして、コーポレートガバナンスの参加者とすることを批判するのが伊丹説である。


　ところがそれほど重視する株主は、本当に｢内部者｣か？


　株主には、内部者としての株主と、株式市場で売り買いを自由に行う不特定多数の外部者としての株主とが存在するというのが現実だろう。


　この点でも伊丹の主張は一面的だろう。


� P.32 「公正性とは、貢献の大きさ、リスク負担の大きさ、コミットメントの大きさ、の三つの観点から判断される・・・」,


� 同「効率性の概念は、誰がメインの主権者であるかによって企業の意思決定に影響が及ぶときの、意思決定の効率性のこと・・・」「情報」と｢インセンティブ｣の観点から主権のあり方の経済効率をみる。


� 同「現実の条件の中で、ある主権のあり方が企業活動の円滑な運営のために機能できるのか、という論理」


� p.33 「ある主権の考え方で統治される企業の行動、とくに経営者の行動が何かの理由（偶発的な理由でもよい）で機能不全を起こし不健康な状態に立ち至ったとき、それをチェックし、機能を回復させるためのメカニズムするか、という有効性である。つまり、チェックが有効に働くようになっているか、という問題である。」


� p.34 「企業組織の経営とは、その組織が所有する物的財産を自由に左右することばかりでなく、その組織の中で働く人々の運命を左右するような決定をしばしば行うことである。つまり、組織に所属するモノとヒトの運命を左右することにつながるのである。その意味で、経営とは大きな権力をもつことにひとしくなる面がある。その権力は何によって正当化されるのか。なぜ、経営者という特定の人間集団が企業のモノとヒトの運命を左右する権力を持つことを人々が許すのか。」





� 寺本義也（編著）(1997)『日本企業のコーポレートガバナンス』生産性出版


� 稲本毅・連合総合生活開発研究所(編著)『現代日本のコーポレート・ガバナンス』東洋経済新報社、2000


� 深尾光洋・森田美子『企業ガバナンス構造の国際比較』日本経済新聞社


� コア従業員と非コア従業員との格差・差別構造を内包する。


　経営陣（としての従業員）とコア従業員の結合。


�　
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